
�愛媛県告示第１２３４号
中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号。以下

「法」という。）第５５条第１項の規定により、第二種大規模小売店

舗立地法特例区域を定めるため、同条第４項において準用する法第

３６条第７項の規定に基づき、当該第二種大規模小売店舗立地法特例

区域の案を次のとおり告示する。

当該第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案及び法第５５条第４

項において準用する法第３６条第８項の添付書類は、愛媛県経済労働

部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工

観光室並びに松山市役所において告示の日から２週間公衆の縦覧に

供する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案

松山市一番町三丁目１番１から３まで、２番１、２番９から１１

まで、２番１５、２番２２

松山市二番町三丁目９番１から１０まで、１０番３、１０番５、１０番

９から１１まで、１０番１３から１５まで

松山市大街道二丁目４番８から１１まで、４番１７、４番１８、４番

２６

２ 意見書の提出

この告示に係る第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案につ

いて意見を有する者は、告示の日から２週間以内に、愛媛県に次

のとおり意見書を提出することができる。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案についての

意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課
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�愛媛県告示第１２３５号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

新居浜市観音原町乙１１６の１・乙１１７の１（以上２筆について、

次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

工場用地とするため

�������
�愛媛県告示第１２３６号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

新居浜市観音原町乙１１７の１（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第１２３７号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法

（昭和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合する

と認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４

項の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

区 域 区 分

深浦区域（愛南漁業協同
組合の地区のうち、旧深
浦漁業協同組合の地区）

主としてまき網を使用して営む漁業

深浦区域（愛南漁業協同
組合の地区のうち、旧深
浦漁業協同組合の地区）

�から�までに掲げる漁業以外の漁業
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�愛媛県告示第１２３８号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２３年１０月２５日から１１月７日まで

�������
�愛媛県告示第１２３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市北条土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年１０月２５日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 西 山 久 智 西条市北条２４３番地

〃 越 智 廣 幸 西条市北条１１２８番地

〃 神 野 眞 哉 西条市北条５６５番地１

〃 戸 田 哲 也 西条市北条３６８番地４

〃 吉 岡 勲 西条市周布２番地３

〃 岩 田 哲 雄 西条市北条１０５２番地

〃 川 原 郷 一 西条市北条１３１８番地

〃 徳 永 博 史 西条市北条２５９番地

〃 元 山 茂 記 西条市北条６７３番地

〃 徳 永 幸 樹 西条市北条１６６０番地３

〃 山 内 秀 人 西条市北条５０５番地

〃 高 橋 建 悟 西条市北条１１１５番地１

〃 豊 島 睦 西条市北条１１４９番地３

監 事 藤 岡 進 一 西条市北条１４７６番地

〃 長 野 芳 紀 西条市北条１３１２番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 越 智 篤 幸 西条市北条１３５６番地２

〃 西 山 久 智 西条市北条２４３番地

〃 武 方 慎 吾 西条市北条６８９番地

〃 元 山 幸 則 西条市北条６７１番地

〃 戸 田 哲 也 西条市北条３６８番地４

〃 徳 永 勝 西条市北条１５９７番地３

〃 豊 島 久 西条市北条５５７番地

〃 吉 岡 勲 西条市周布２番地３

〃 西 山 勲 西条市北条５８３番地

〃 岩 田 哲 雄 西条市北条１０５２番地

〃 岡 田 勇 西条市北条９４１番地

〃 川 原 郷 一 西条市北条１３１８番地

〃 川 原 悟 西条市北条１２６８番地

監 事 豊 島 典 昌 西条市北条１４７６番地

〃 黒 河 榮 西条市北条１３１２番地

�������
�愛媛県告示第１２４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市吉井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年１０月２５日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 本 千代一 西条市今在家２０１番地

〃 廣 田 章 良 西条市玉之江１６番地２

〃 森 田 忠 茂 西条市石田５４６番地

〃 内 田 孝 一 西条市石田４７５番地

〃 今 井 敬 三 西条市玉之江２９３番地

〃 河 野 正 則 西条市玉之江４８８番地２

〃 丹 下 一 正 西条市玉之江２２８番地３

〃 渡 邊 隆 之 西条市広江２８５番地

〃 寺 田 嘉 明 西条市広江３７１番地

〃 丹 下 洋 次 西条市玉之江５０９番地７

〃 塩 崎 英 昭 西条市今在家１１０番地

〃 高 橋 克 典 西条市今在家５７番地３

〃 近 藤 幸 雄 西条市今在家１２９番地

監 事 木 村 昌 雄 西条市石田６１５番地

〃 兵 頭 克 彦 西条市玉之江３５６番地２

〃 丹 下 保 西条市広江２６５番地

〃 塩 崎 萬 西条市今在家１０２番地

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 岡 本 千代一 西条市今在家２０１番地

〃 廣 田 章 良 西条市玉之江１６番地２

〃 真 田 博 行 西条市石田４４３番地

〃 山 内 晢 生 西条市石田４５２番地

〃 木 村 勝 西条市玉之江１９４番地

〃 今 井 敬 三 西条市玉之江２９３番地

〃 宮 川 俊 二 西条市玉之江３５８番地

〃 渡 邊 繁 男 西条市広江２番地

〃 山 内 辰 男 西条市石田２２７番地

〃 合 田 守 男 西条市広江５０番地

〃 塩 崎 宏 二 西条市今在家３００番地４

〃 近 藤 章 西条市今在家５５番地５

〃 近 藤 長 武 西条市今在家２７５番地

監 事 内 田 孝 一 西条市石田４７５番地

〃 兵 頭 忠 治 西条市玉之江３３０番地６

〃 丹 下 光 盛 西条市広江２８９番地

〃 吉 岡 巌 西条市今在家３３３番地２

愛 媛 県 報平成２３年１０月２５日 第２３１３号

９２０



�愛媛県告示第１２４１号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川
国領川水系
国領川

国領川
左岸堤防 新居浜市岸の上町一丁目２４４５番６地先～白地

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕。

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年１０月７日から道路の存続する日まで

��������������
�愛媛県告示第１２４２号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川
国領川
水系国領川

国領川
左岸堤防 新居浜市岸の上町一丁目２４４６番２５地先～白地

道路管理者 新居浜市
新居浜市一宮町一丁目５番１
号

２ 管理の内容

� 道路専用施設［路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、図面に

着色したものをいう。以下同じ。］の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕。

� 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１ｍまでの範囲内にあるもので図面に着色した区域内のものについての維持

� 原則として道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年１０月７日から道路の存続する日まで
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�愛媛県告示第１２４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町小山６９９番３から

同町小山７５２番３まで

旧 ５．０～８．１ ０．１１６

新 ８．９～１７．２ ０．１１６

愛 媛 県 報平成２３年１０月２５日 第２３１３号

９２１



�愛媛県告示第１２４４号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２４５号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２４６号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町小山６９９番３から

同町小山７５２番３まで
平成２３年１０月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町魚神山１４３３番３から

同町魚神山１４３４番２まで

旧 ７．４～１４．５ ０．０８３

新 １３．６～３６．８ ０．０８０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町魚神山１４３３番３から

同町魚神山１４３４番２まで
平成２３年１０月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町吉野川２１５２番４地先から

同町吉野川２１８７番２地先まで

旧 ４．３～７．５ ０．１０５

新 ０．０ ０．０００
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平成２３年１０月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公表第２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２３年１０月２５日

愛媛県監査委員 和 氣 政 次

同 本 宮 勇

同 赤 松 泰 伸

同 岸 新

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 五百木立山線
喜多郡内子町立山４９４６番２から

同町立山４９４８番まで
平成２３年１０月２５日

県 道 〃 喜多郡内子町立山５０７５番３ 平成２３年１０月２５日

県 道 〃 喜多郡内子町立山４９５７番２ 平成２３年１０月２５日

県 道 〃
喜多郡内子町立山５０７５番２から

同町立山５０６８番まで
平成２３年１０月２５日

県 道 〃
喜多郡内子町立山４９６０番２から

同町立山４９６１番３まで
平成２３年１０月２５日

監 査 公 表

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 平成２３年８月２６日

人 事 課 平成２３年８月２６日

市 町 振 興 課 平成２３年８月２６日

私 学 文 書 課 平成２３年８月２６日

財 政 課 平成２３年９月６日

行 革 分 権 課 平成２３年８月１８日

税 務 課 平成２３年８月１８日

総 合 政 策 課 平成２３年８月２２日

秘 書 課 平成２３年８月２２日

広 報 広 聴 課 平成２３年８月２２日

統 計 課 平成２３年８月２２日

地 域 政 策 課 平成２３年８月２６日

交 通 対 策 課 平成２３年８月２６日

情 報 政 策 課 平成２３年８月３０日

文 化 ・ ス ポ ー ツ 振 興 課 平成２３年８月３０日

国 体 準 備 課 平成２３年８月３０日

県 民 生 活 課 平成２３年８月２９日

男 女 参 画 課 平成２３年８月２９日

県 民 活 動 推 進 課 平成２３年８月２９日

人 権 対 策 課 平成２３年８月２９日

消 防 防 災 安 全 課 平成２３年８月１７日

危 機 管 理 課 平成２３年８月１７日

原 子 力 安 全 対 策 課 平成２３年８月１７日

環 境 政 策 課 平成２３年８月１７日

循 環 型 社 会 推 進 課 平成２３年８月１８日

自 然 保 護 課 平成２３年８月１８日

保 健 福 祉 課 平成２３年８月１８日

医 療 対 策 課 平成２３年８月１８日

健 康 増 進 課 平成２３年８月１７日

薬 務 衛 生 課 平成２３年８月１７日

子 育 て 支 援 課 平成２３年９月６日

障 害 福 祉 課 平成２３年９月６日

長 寿 介 護 課 平成２３年９月６日

産 業 政 策 課 平成２３年８月２３日

労 政 雇 用 課 平成２３年８月２３日

産 業 創 出 課 平成２３年８月２５日

経 営 支 援 課 平成２３年８月２５日

観 光 物 産 課 平成２３年８月２５日

国 際 交 流 課 平成２３年８月２５日

農 政 課 平成２３年８月２５日

農 業 経 済 課 平成２３年８月２５日

ブ ラ ン ド 戦 略 課 平成２３年８月２５日

農 地 整 備 課 平成２３年８月８日

農 産 園 芸 課 平成２３年８月８日

畜 産 課 平成２３年８月８日
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調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１１年度及び１２年度 １者 １２０，０００

（保健福祉課）

５ 収入未済の医療技術大学授業料について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１５年度 １者 １８９，６００

（保健福祉課）

６ 看護職員修学資金貸付金償還金について、納期限内の収入確保に努

めるとともに、収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

２２年度 １者 ３８４，０００

（医療対策課）

７ 児童扶養手当返還金について、納期限内の収入確保と収入未済額の

縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １２５，１６０ ４，１０８，９６０ ４，２３４，１２０

２１年度 ７５０，９６０ ６，２２０，４００ ６，９７１，３６０

差引増減 △６２５，８００ △２，１１１，４４０ △２，７３７，２４０

（子育て支援課）

８ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２０，９８８，５８１ １７９，０６５，１０２ ２００，０５３，６８３

２１年度 ２１，８９７，９０１ １６０，０８９，２８４ １８１，９８７，１８５

差引増減 △９０９，３２０ １８，９７５，８１８ １８，０６６，４９８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，１７５，４００ １９，１１６，３１０ ２０，２９１，７１０

２１年度 １，３０８，４３３ １８，０７９，２２５ １９，３８７，６５８

差引増減 △１３３，０３３ １，０３７，０８５ ９０４，０５２

（子育て支援課）

９ 収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１９年度及び２０年度 １者 ３６０，０００

（障害福祉課）

林 業 政 策 課 平成２３年８月８日

森 林 整 備 課 平成２３年８月８日

漁 政 課 平成２３年８月９日

水 産 課 平成２３年８月９日

漁 港 課 平成２３年８月９日

土 木 管 理 課 平成２３年８月２９日

用 地 課 平成２３年８月２９日

河 川 課 平成２３年８月９日

水 資 源 対 策 課 平成２３年８月９日

港 湾 海 岸 課 平成２３年８月９日

砂 防 課 平成２３年８月９日

道 路 建 設 課 平成２３年８月８日

道 路 維 持 課 平成２３年８月１０日

都 市 計 画 課 平成２３年８月１０日

都 市 整 備 課 平成２３年８月１０日

建 築 住 宅 課 平成２３年８月１０日

出 納 局 平成２３年８月１８日

人 事 委 員 会 事 務 局 平成２３年８月２２日

議 会 事 務 局 平成２３年８月２３日

監 査 事 務 局 平成２３年９月６日

労 働 委 員 会 事 務 局 平成２３年８月１７日

（監査の結果）

平成２２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 収入未済の代執行費用徴収金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１７年度 ６者 ５７，３９３，１８３

（循環型社会推進課）

２ えひめ自然の守ネットワーク形成業務委託契約について、成果品で

あるホームページデータの完了確認検査終了後、県が提供したデー

タ自体の不備が判明し、その修正に時間を要したため、ホームペー

ジの公開が著しく遅延していた。

（自然保護課）

３ 生活安定資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ０ ４８，９８３，０００ ４８，９８３，０００

２１年度 ０ ５０，７１１，６７０ ５０，７１１，６７０

差引増減 ０ △１，７２８，６７０ △１，７２８，６７０

（保健福祉課）

４ 収入未済の低所得世帯子弟就学奨励補助金返納金について、適切に

債権管理されたい。
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１０ 収入未済の企業立地促進事業費補助金返還金について、適切に債権

管理されたい

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 ３４，７９６，０００

（産業政策課）

１１ 収入未済の地域改善対策職業訓練受講資金等貸付金償還金について、

適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１１年度～１８年度 ２者 １２１，８００

（労政雇用課）

１２ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、繊維

工業構造改善資金貸付金償還金、設備近代化資金貸付金償還金及び

施設共同化資金貸付金償還金について、収入未済額の縮減に、引き

続き努められたい。

（高度化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ０ １，０６３，８４６，０００ １，０６３，８４６，０００

２１年度 ０ １，０６３，８４６，０００ １，０６３，８４６，０００

差引増減 ０ ０ ０

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ０ ２０８，２２５，１３０ ２０８，２２５，１３０

２１年度 ０ ２０８，４１３，６７９ ２０８，４１３，６７９

差引増減 ０ △１８８，５４９ △１８８，５４９

（設備近代化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ０ ３１，７５８，９９８ ３１，７５８，９９８

２１年度 ０ ３２，２５８，９９８ ３２，２５８，９９８

差引増減 ０ △５００，０００ △５００，０００

（施設共同化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

２１年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

差引増減 ０ ０ ０

（経営支援課）

１３ 収入未済の中小企業振興資金特別会計における違約金（貸付金償還

金に伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１３年度 １者 １８，２３０

（経営支援課）

１４ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について、

納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １０，４１３，０００ ２９，６２２，１０１ ４０，０３５，１０１

２１年度 １２，７８２，０００ １９，３２３，０４４ ３２，１０５，０４４

差引増減 △２，３６９，０００ １０，２９９，０５７ ７，９３０，０５７

（林業政策課）

１５ 林業改善資金特別会計における収入未済の違約金（貸付金償還金に

伴うもの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１５年度～１６年度
及び

１９年度～２１年度
５者 １，７９１，８１１

（林業政策課）

１６ 県有林経営事業特別会計について、平成２２年度末の歳入不足額は

２２億２，０７０万円と前年度より３，４１７万円増加していることから、健全

な経営に向けて、より一層の努力が望まれる。

（森林整備課）

１７ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

について、収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ０ １，４２０，０００ １，４２０，０００

２１年度 ０ １，４３０，０００ １，４３０，０００

差引増減 ０ △１０，０００ △１０，０００

（漁政課）

１８ 沿岸漁業改善資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うも

の。）について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済

金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

２２年度 １者 ９６９，５１７

（漁政課）

１９ 収入未済の違約金（設計委託業務に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１２年度 １者 ２１０，０００

（漁港課）

２０ 住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減

に、より一層努められたい。
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区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ４，１５８，７０８ ２９，３６３，５０５ ３３，５２２，２１３

２１年度 ６２９，２２２ ２８，７３４，２８３ ２９，３６３，５０５

差引増減 ３，５２９，４８６ ６２９，２２２ ４，１５８，７０８

（建築住宅課）

２１ 現金支給する新規採用職員（１名）の４月分給与について、給与資

金前渡担任者が支給定日から２０日遅延して支給していた。

（出納局）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２３年７月２１日、
平成２３年７月２２日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２３年７月２１日、
平成２３年７月２２日

四 国 中 央 保 健 所 平成２３年７月２２日

産 業 経 済 部 平成２３年７月２１日

東 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２３年７月２１日

建 設 部 平成２３年７月２２日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 平成２３年７月２２日

今 治 土 木 事 務 所 平成２３年７月２１日

鹿 森 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２３年７月２２日

黒 瀬 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２３年７月２２日

玉 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２３年７月２１日

台 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２３年７月２１日

出 納 室 平成２３年７月２２日

（監査の結果）

平成２２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５７４，８７９，８０４ ８０８，５４７，７２８ １，３８３，４２７，５３２

２１年度 ４７２，０６７，３５９ ８２０，４６６，２００ １，２９２，５３３，５５９

差引増減 １０２，８１２，４４５ △１１，９１８，４７２ ９０，８９３，９７３

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ３６，０００ ２００，０２０ ２３６，０２０

２１年度 １１３，０２０ ９９，０００ ２１２，０２０

差引増減 △７７，０２０ １０１，０２０ ２４，０００

（健康福祉環境部）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層

努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ６，１６７，３６１ ９，６７０，２０９ １５，８３７，５７０

２１年度 ５，２１２，６４８ ７，８４８，３０２ １３，０６０，９５０

差引増減 ９５４，７１３ １，８２１，９０７ ２，７７６，６２０

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２４６，８９６ ６５４，１７３ ９０１，０６９

２１年度 １６５，７９６ ５１３，３７６ ６７９，１７２

差引増減 ８１，１００ １４０，７９７ ２２１，８９７

（健康福祉環境部）

４ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２，３０６，２００ ４，７３３，７００ ７，０３９，９００

２１年度 ２，１６７，４８２ ４，６５４，５００ ６，８２１，９８２

差引増減 １３８，７１８ ７９，２００ ２１７，９１８

（建設部）

５ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 １１５，６８８

（建設部）

６ 道路占用料について、算定誤りにより申請者に対する過大徴収（計

８６３，５８８円）があったので、申請内容の確認に万全を期するとともに、

再発防止策を確実に実施されたい。

（建設部）

７ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ４６０，５００ ３，７０４，８００ ４，１６５，３００

２１年度 ９８６，５００ ３，７２３，１００ ４，７０９，６００

差引増減 △５２６，０００ △１８，３００ △５４４，３００

（今治土木事務所）

８ 収入未済の違約金（工事請負契約及び設計委託業務に伴うもの。）

について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１３年度及び１４年度 ２者 １０９，７２５

（今治土木事務所）

愛 媛 県 報平成２３年１０月２５日 第２３１３号

９２６



９ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１４年度 １者 ３７，９２５

（今治土木事務所）

１０ 土木使用料（道路、河川、港湾、海岸、その他水域）について、算

定誤りにより申請者に対する過大徴収（計３２５，９３５円）及び過小徴収

（計３１６，８５７円）があったので、申請内容の確認に万全を期するとと

もに、再発防止策を確実に実施されたい。

（今治土木事務所）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２３年７月１２日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２３年７月１２日

産 業 経 済 部 平成２３年７月１２日

中 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２３年７月１２日

建 設 部 平成２３年７月１２日

久 万 高 原 土 木 事 務 所 平成２３年７月１２日

出 納 室 平成２３年７月１２日

（監査の結果）

平成２２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ８１２，６８５，６６６ １，６３６，９９９，３０６ ２，４４９，６８４，９７２

２１年度 ８１６，１５９，４４０ １，６０１，１８５，０２８ ２，４１７，３４４，４６８

差引増減 △３，４７３，７７４ ３５，８１４，２７８ ３２，３４０，５０４

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２，２４８，３８６ １，２４０，０３６ ３，４８８，４２２

２１年度 ３４６，９００ ９９３，１３６ １，３４０，０３６

差引増減 １，９０１，４８６ ２４６，９００ ２，１４８，３８６

（健康福祉環境部）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一層努め

られたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，２４５，４２０ ４，５６６，０２６ ５，８１１，４４６

２１年度 １，１１８，１２１ ４，１０９，９６７ ５，２２８，０８８

差引増減 １２７，２９９ ４５６，０５９ ５８３，３５８

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １６，６６６ １，６２１，２６４ １，６３７，９３０

２１年度 ０ １，６７４，７６４ １，６７４，７６４

差引増減 １６，６６６ △５３，５００ △３６，８３４

（健康福祉環境部）

４ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１３年度 １者 ３，９６５，０００

（産業経済部）

５ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１６年度 １者 ９７，０１６

（産業経済部）

６ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １０，４３０，１００ ４８，６４２，９９０ ５９，０７３，０９０

２１年度 １５，０４５，９００ ４７，６７６，１３０ ６２，７２２，０３０

差引増減 △４，６１５，８００ ９６６，８６０ △３，６４８，９４０

（建設部）

７ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１３年度及び１９年度 ３者 １，０６０，９４６

（建設部）

８ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度 １者 ４１８，０００

（建設部）

９ 前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴うもの。）に

ついて、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未済金を適切

に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

１９年度、２１年度
及び２２年度 ３者 １００，８３２

（建設部）
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１０ 土木使用料（道路、河川）について、算定誤りにより申請者に対す

る過大徴収（計４６７，３７４円）及び過小徴収（計３５，７９９円）があったの

で、申請内容の確認に万全を期するとともに、再発防止策を確実に

実施されたい。

（建設部）

１１ 砂防施設工事（経施砂第４０２号の２）について、当初契約した工事

箇所の施工が困難となったため、別の工事箇所を施工する旨の変更

契約を同一業者と締結していたが、新たな工事契約として入札手続

を行うべきであった。

（久万高原土木事務所）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局

総 務 企 画 部 平成２３年７月２５日、
平成２３年７月２７日

健 康 福 祉 環 境 部 平成２３年７月２５日、
平成２３年７月２７日

産 業 経 済 部 平成２３年７月２５日、
平成２３年７月２７日

南 予 家 畜 保 健 衛 生 所 平成２３年７月２７日

建 設 部 平成２３年７月２５日

大 洲 土 木 事 務 所 平成２３年７月２７日

八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２３年７月２７日

西 予 土 木 事 務 所 平成２３年７月２７日

愛 南 土 木 事 務 所 平成２３年７月２５日

須 賀 川 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２３年７月２５日

山 財 ダ ム 管 理 事 務 所 平成２３年７月２５日

出 納 室 平成２３年７月２５日

（監査の結果）

平成２２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続

き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １４２，７７８，４０８ ３５５，９９２，２９０ ４９８，７７０，６９８

２１年度 １７８，３７２，３５７ ３４８，０６５，５２６ ５２６，４３７，８８３

差引増減 △３５，５９３，９４９ ７，９２６，７６４ △２７，６６７，１８５

（総務企画部）

２ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ８８８，４０２ ６，７７９，６８３ ７，６６８，０８５

２１年度 ５５５，９００ ６，５８６，３３３ ７，１４２，２３３

差引増減 ３３２，５０２ １９３，３５０ ５２５，８５２

（健康福祉環境部）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子・寡婦福祉資金貸付金償還

金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努

められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ３，６７１，９４４ ５，４７８，２５３ ９，１５０，１９７

２１年度 ２，５８０，９７０ ４，７００，６３１ ７，２８１，６０１

差引増減 １，０９０，９７４ ７７７，６２２ １，８６８，５９６

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２５６，６５６ １，６６５，１９６ １，９２１，８５２

２１年度 １２０，７１６ １，６００，４４６ １，７２１，１６２

差引増減 １３５，９４０ ６４，７５０ ２００，６９０

（健康福祉環境部）

４ 生活保護費戻入金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮

減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １０１，０００ ５７６，０８２ ６７７，０８２

２１年度 １３８，０００ ６３８，０８２ ７７６，０８２

差引増減 △３７，０００ △６２，０００ △９９，０００

（健康福祉環境部）

５ 賠償金（公用車事故に伴うもの。）について、納期限内の収入確保

に努めるとともに、収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２２年度 １者 ２４１，７７５

（産業経済部）

６ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ８５２，６００ １，４１８，６００ ２，２７１，２００

２１年度 ８６６，８００ １，４０３，０００ ２，２６９，８００

差引増減 △１４，２００ １５，６００ １，４００

（建設部）

７ （二）来村川水系薬師谷川県単河川局部改良工事（北単局第１０５号

の１）について、アンカー式空石積の設置が資材メーカーの示す施

工方法を遵守していないことから、設計上求める護岸断面が確保さ

れていないため、早急にこれを是正する対策を講じるとともに、工

事監督及び工事検査の体制についても見直しされたい。

（建設部）

８ 収入未済の違約金（工事請負契約に伴うもの。）について、適切に

債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２０年度 １者 ４６，７２５

（大洲土木事務所）
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９ 収入未済の前払金余剰額に対する利息（工事請負契約の解除に伴う

もの。）について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備考

２０年度 １者 ７，３７７

（大洲土木事務所）

１０ 土木使用料（道路、港湾）について、算定誤りにより申請者に対す

る過大徴収（計３２２，３３９円）があったので、申請内容の確認に万全を

期するとともに、再発防止策を確実に実施されたい。

（大洲土木事務所）

１１ 住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５３，９００ １，８５８，４００ １，９１２，３００

２１年度 ７０，８００ １，８９２，８００ １，９６３，６００

差引増減 △１６，９００ △３４，４００ △５１，３００

（八幡浜土木事務所）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 京 事 務 所 平成２３年５月２５日

研 修 所 平成２３年５月１６日

消 防 学 校 平成２３年５月１６日

消 費 生 活 セ ン タ ー 平成２３年５月１６日

原 子 力 セ ン タ ー 平成２３年５月２０日

中 央 児 童 相 談 所 平成２３年５月１６日

東 予 児 童 相 談 所 平成２３年５月１８日

南 予 児 童 相 談 所 平成２３年５月２４日

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 平成２３年５月１１日

動 物 愛 護 セ ン タ ー 平成２３年５月１１日

衛 生 環 境 研 究 所 平成２３年５月２０日

心 と 体 の 健 康 セ ン タ ー 平成２３年５月１６日

看 護 専 門 学 校 平成２３年５月１１日

身 体 障 害 者 更 生 相 談 所 平成２３年５月１１日

婦 人 相 談 所 平成２３年５月１１日

知 的 障 害 者 更 生 相 談 所 平成２３年５月１６日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２３年５月１８日

え ひ め 学 園 平成２３年５月１８日

計 量 検 定 所 平成２３年５月１１日

産 業 技 術 研 究 所 平成２３年５月１１日、
平成２３年５月１８日

新 居 浜 高 等 技 術 専 門 校 平成２３年５月２０日

今 治 高 等 技 術 専 門 校 平成２３年５月２３日

松 山 高 等 技 術 専 門 校 平成２３年５月１１日

宇 和 島 高 等 技 術 専 門 校 平成２３年５月１１日

大 阪 事 務 所 平成２３年５月１１日

病 害 虫 防 除 所 平成２３年５月１６日

農 業 大 学 校 平成２３年５月２３日

農 林 水 産 研 究 所
平成２３年５月１１日、
平成２３年５月１６日、
平成２３年５月２３日、
平成２３年５月２４日

家 畜 病 性 鑑 定 所 平成２３年５月１１日

（監査の結果）

平成２２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 非常勤職員の報酬の支給について、特別職の職員の給与及びその他

の給付に関する条例第１０条第３項及び職員の給与に関する条例第５

条に基づき報酬額が月額で定められている場合は、毎月その月分を

支給すべきところ、毎翌月に遅延して支給していた。

（原子力センター）

２ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５，９５５，３８０ ３５，７３６，２９３ ４１，６９１，６７３

２１年度 ６，８０４，６２０ ３８，２２５，６０３ ４５，０３０，２２３

差引増減 △８４９，２４０ △２，４８９，３１０ △３，３３８，５５０

（中央児童相談所）

３ 児童相談所における一時保護所の安全対策については、児童福祉施

設最低基準等に基づき、火災等の非常災害に備え具体的な避難計画

の作成に努めるとともに、訓練を毎月１回以上実施することとされ

ているところ、避難計画が関係規程に適合していなかったほか、訓

練回数も十分でなかった。
（中央児童相談所）

４ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，７２８，４７０ ８，５９４，４０８ １０，３２２，８７８

２１年度 １，７０３，８９０ ８，４５８，３９８ １０，１６２，２８８

差引増減 ２４，５８０ １３６，０１０ １６０，５９０

（東予児童相談所）

５ 児童相談所における一時保護所の安全対策については、児童福祉施

設最低基準等に基づき、火災等の非常災害に備え具体的な避難計画の

作成に努めるとともに、訓練を毎月１回以上実施することとされてい

るところ、避難計画を作成していなかったほか、訓練も実施していな

かった。
（東予児童相談所）

６ 児童福祉施設入所措置費負担金について、納期限内の収入確保と収

入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，０６６，０３０ ３，１４５，８４０ ４，２１１，８７０

２１年度 ８７７，９１０ ４，０５１，８９０ ４，９２９，８００

差引増減 １８８，１２０ △９０６，０５０ △７１７，９３０

（南予児童相談所）
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７ 児童相談所における一時保護所の安全対策については、児童福祉施

設最低基準等に基づき、火災等の非常災害に備え具体的な避難計画

の作成に努めるとともに、訓練を毎月１回以上実施することとされ

ているところ、避難計画が関係規程に適合していなかったほか、訓

練も実施していなかった。
（南予児童相談所）

８ 平成２１年度及び２２年度の新入生（計６０名）の結核検診に係る費用

（計５６，７００円）について、感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律に基づき公費で負担すべきところ、受診者に負担

させていた。
（看護専門学校）

９ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入

未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １，０７８，９８５ ２，８３７，１７３ ３，９１６，１５８

２１年度 １，４４７，４９８ １，９１５，８９６ ３，３６３，３９４

差引増減 △３６８，５１３ ９２１，２７７ ５５２，７６４

（子ども療育センター）

１０ 収入未済の研修受講料（農家担い手支援塾）について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

２１年度 １者 ２０，０００

（農業大学校）

１１ 車両系建設機械（２台）について、労働安全衛生法第４５条に基づく

定期自主検査、特定自主検査及び作業開始前点検を実施していなかっ

た。

（農業大学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

教 育 総 務 課 平成２３年８月２３日

生 涯 学 習 課 平成２３年８月２３日

文 化 財 保 護 課 平成２３年８月２３日

保 健 体 育 課 平成２３年８月２３日

義 務 教 育 課 平成２３年９月６日

高 校 教 育 課 平成２３年８月１０日

人 権 教 育 課 平成２３年８月１０日

特 別 支 援 教 育 課 平成２３年８月１０日

中 予 教 育 事 務 所 平成２３年５月１１日

東 予 教 育 事 務 所 平成２３年５月２０日

南 予 教 育 事 務 所 平成２３年５月１１日

総 合 教 育 セ ン タ ー 平成２３年５月１８日

総 合 科 学 博 物 館 平成２３年５月２０日

歴 史 文 化 博 物 館 平成２３年５月２０日

図 書 館 平成２３年５月１１日

美 術 館 平成２３年５月１１日

川 之 江 高 等 学 校 平成２３年１月１４日

三 島 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

土 居 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

新 居 浜 東 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

新 居 浜 西 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

新 居 浜 南 高 等 学 校 平成２３年１月１４日

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 平成２３年１月１４日

新 居 浜 商 業 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

西 条 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

西 条 農 業 高 等 学 校 平成２３年１月１９日

小 松 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

東 予 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

丹 原 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

今 治 西 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

今 治 南 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

今 治 北 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

今 治 工 業 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

伯 方 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

弓 削 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

北 条 高 等 学 校 平成２３年１月１８日

松 山 東 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

松 山 南 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

松 山 北 高 等 学 校 平成２３年１月１８日

松 山 中 央 高 等 学 校 平成２３年１月１８日

松 山 工 業 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

松 山 商 業 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

東 温 高 等 学 校 平成２３年１月１８日

上 浮 穴 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

小 田 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

伊 予 農 業 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

伊 予 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

中 山 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

大 洲 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

大 洲 農 業 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

長 浜 高 等 学 校 平成２３年１月１４日

内 子 高 等 学 校 平成２３年１月１４日

八 幡 浜 高 等 学 校 平成２３年１月１８日

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 平成２３年１月１８日

川 之 石 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

三 崎 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

三 瓶 高 等 学 校 平成２３年１月１８日

宇 和 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

野 村 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

宇 和 島 東 高 等 学 校 平成２３年１月１９日

宇 和 島 水 産 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

吉 田 高 等 学 校 平成２３年１月１９日
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三 間 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

北 宇 和 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

津 島 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

南 宇 和 高 等 学 校 平成２２年１２月２１日

今 治 東 中 等 教 育 学 校 平成２２年１２月２１日

松 山 西 中 等 教 育 学 校 平成２３年１月１９日

宇 和 島 南 中 等 教 育 学 校 平成２３年１月１９日

松 山 盲 学 校 平成２３年１月１９日

松 山 聾 学 校 平成２２年１２月２１日

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 平成２２年１２月２１日

み な ら 特 別 支 援 学 校 平成２２年１２月２１日

今 治 特 別 支 援 学 校 平成２２年１２月２１日

宇 和 特 別 支 援 学 校 平成２３年１月１４日

（監査の結果）

平成２２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ３０，８８２，０００ ２７，４５１，４００ ５８，３３３，４００

２１年度 ２５，８５１，０００ １９，６６８，０００ ４５，５１９，０００

差引増減 ５，０３１，０００ ７，７８３，４００ １２，８１４，４００

（教育総務課）

２ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金について、納期限

内の収入確保と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５５，２２９，２２６ ３３１，２２８，２０９ ３８６，４５７，４３５

２１年度 ５４，７８４，３５１ ２８２，６９７，４０５ ３３７，４８１，７５６

差引増減 ４４４，８７５ ４８，５３０，８０４ ４８，９７５，６７９

（人権教育課）

３ 県費負担教職員（１名）の住居手当について、認定の誤りにより、

計１，３５０，０００円（平成１８年９月から平成２２年１０月まで５０か月分）が過

支給となっていた。
（中予教育事務所）

４ 現金支給する職員（３名）の給与について、給与資金前渡担任者が

支給定日から最長２８日遅延して支給していた。
（中予教育事務所）

５ 現金支給する職員（１名）の給与について、給与資金前渡担任者が

支給定日から４か月以上遅延して支給していた。

（東予教育事務所）

６ 定時制生徒用教科書の購入（計１８５，１８０円）について、平成２１年度

分は完了検査から１１か月以上経過して、２２年度分も３か月以上経過し

て、それぞれ代金を支払っていた。
（西条高等学校）

７ 現金支給する職員（３名）の給与等について、給与資金前渡担任者

預金口座に入金されてから、最長で１か月以上経過して支給していた。

（今治特別支援学校）

８ 農作業用のトラクター（平成８年３月購入）について、地方税法に

定める申告をしておらず、標識（ナンバープレート）の交付を受けて

いなかった。

（今治特別支援学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２３年８月３０日

四 国 中 央 警 察 署 平成２３年２月３日

新 居 浜 警 察 署 平成２３年２月１日

西 条 警 察 署 平成２３年２月３日

西 条 西 警 察 署 平成２３年２月１日

今 治 警 察 署 平成２３年２月３日

伯 方 警 察 署 平成２３年２月１日

松 山 東 警 察 署 平成２３年２月７日

松 山 西 警 察 署 平成２３年２月１日

松 山 南 警 察 署 平成２３年２月７日

久 万 高 原 警 察 署 平成２３年２月１日

伊 予 警 察 署 平成２３年２月７日

大 洲 警 察 署 平成２３年２月１日

八 幡 浜 警 察 署 平成２３年２月７日

西 予 警 察 署 平成２３年２月１日

宇 和 島 警 察 署 平成２３年２月１日

愛 南 警 察 署 平成２３年６月６日

（監査の結果）

平成２２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 放置違反金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５，８９４，０００ １７，１６５，７６３ ２３，０５９，７６３

２１年度 ８，３７１，０００ １７，６２１，７６３ ２５，９９２，７６３

差引増減 △２，４７７，０００ △４５６，０００ △２，９３３，０００

（警察本部）

２ 収入未済の損害弁償金について、適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備考

１７年度及び１９年度 ２者 １，３５３，０００

（警察本部）

３ 延滞金（放置違反金に伴うもの。）について、納期限内の収入確保

と収入未済額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計
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２２年度 １，３０２，６００ １，２４８，３００ ２，５５０，９００

２１年度 ８７８，７００ ４０８，６００ １，２８７，３００

差引増減 ４２３，９００ ８３９，７００ １，２６３，６００

（警察本部）

４ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（７件）し、当該車

両及び相手車両等の毀損があった。

（警察本部）

５ 交通信号機等電球取替修繕契約（単価契約）について、平成２２年６

月実施分の代金（６，５７８円）が、約半年経過しても支払っていなかっ

た。

（新居浜警察署）

６ 産業廃棄物の収集運搬処分に係る委託契約（２件。平成２１年度分）

について、次の問題点があった。

・収集運搬業務と処分業務を一つの業務とした随意契約であったにも

かかわらず、処分業の許可を有しない者から見積りを徴し、その者

と契約を締結していた。また、これに係る処分業務を処分業の許可

を有する者へ別途委託していたが、適正な会計手続をとっていなかっ

た。

・契約書に契約金額の記載がなかった。

（今治警察署）

７ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（８件）し、相手方

への被害並びに当該車両及び相手車両等の毀損があった。

（松山南警察署）

８ 交通信号機の移設修繕契約外３件の契約（計４４７，３００円。平成２１年

度分）について、完了検査から６か月以上経過して代金を支払ってい

た。

（八幡浜警察署）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 平成２３年６月１４日

発 電 工 水 課 平成２３年６月１４日

県 立 病 院 課 平成２３年６月１４日

銅 山 川 発 電 所 平成２３年６月６日

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成２３年６月８日

今治地区工業用水道管理事務所 平成２３年６月８日

西条地区工業用水道管理事務所 平成２３年６月６日

中 央 病 院 平成２３年６月１４日

今 治 病 院 平成２３年６月８日

南 宇 和 病 院 平成２３年６月６日

新 居 浜 病 院 平成２３年６月６日

（監査の結果）

平成２２年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、給水能力に見合う契約給水

量の確保により経営成績自体は安定しているものの、実績給水率

（契約給水量に対する実給水量の比率）は依然として低調であるこ

とから、給水契約の維持や新規需要の開拓など、事業の安定を持続

させるための取組が望まれる。

西条地区工業用水道事業については、当年度純利益を確保したも

のの、長期借入金と企業債を合わせると、２３４億円の借入残高があ

るなど、依然として厳しい財政状態にあることから、引き続き企業

立地の促進等による新規需要の開拓等に努力を払われたい。

附帯事業（土地造成事業）については、当年度は売却実績はなく、

売買契約を解除した土地約３，０００㎡を未処分地に戻し入れている。

今後とも未処分地約１２万㎡の早期売却等に努められたい。

� 営業未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き努め

られたい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水
道給水料金 ５，１３５，８２０ ０ ５，１３５，８２０

今治地区工業用水
道給水料金 １，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８

計 ６，７４８，９９８ ０ ６，７４８，９９８

� 営業外未収金（納期到来分）について、早期回収に、引き続き努

められたい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水
道超過料金 ２２４，０６４ ０ ２２４，０６４

西条地区工業用水
道壬生川幹線工事
負担金

１，３８８，８５２ ０ １，３８８，８５２

計 １，６１２，９１６ ０ １，６１２，９１６

２ 病院事業

� 経営成績については、前年度は、三島病院譲渡に伴う特別損失１９

億７千万円を計上したこともあって、３０億円を超える純損失であっ

たが、当年度は、医業収益が前年度より２２億３，２４４万円増の３４０億５，２３７

万円となったことから、１２億６，５２２万円の純利益を計上しており、

三島病院の譲渡などの財政健全化策に取り組んだ成果が見られると

ころである。

しかしながら、累積欠損金はなお２１８億円余にのぼり、一般会計

等からの長期借入金１０５億円及び企業債の借入残高１８９億円とあわせ

依然として厳しい財政状態が続いており、引き続き経営健全化に取

り組まれたい。

� 廃止された三島病院及び北宇和病院に係る個人医業未収金及び医

業外未収金について、早期回収に、引き続き努められたい。

（平成２３年３月３１日現在 単位：円）

区 分 個人医業未収金
�

医業外未収金
�

計
�＋�

旧三島病院 ２１，８２２，１９５ ７０，０７０ ２１，８９２，２６５

旧北宇和病院 ６，８５８，７３０ ８９７，４５３ ７，７５６，１８３

計 ２８，６８０，９２５ ９６７，５２３ ２９，６４８，４４８

� 県立病院看護職員修学奨励金返納金に係る未収金について、早期

回収に、引き続き努められたい。

調定年度 債務者 収入未済額（円） 備 考

１３年度及び１４年度 １者 ２４２，０００

� 個人医業未収金の納期到来分３３５，８２６，２３４円（過年度未収金２５８，６

４３，６４２円、現年度未収金７７，１８２，５９２円）について、早期回収に、よ

り一層努められたい。

（中央病院）
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� 医業外未収金の納期到来分２，９９２，６２２円（過年度未収金１，１３７，６９２

円、現年度未収金１，８５４，９３０円）について、早期回収に、より一層

努められたい。

（中央病院）

� 研究研修費（図書費）の執行において、平成２１年度から平成２２年

度にかけて購入の意思決定を行わないまま、随時、取引業者に図書

を納入させるとともに、支払いについては平成２２年度予算で一括支

出していた。

（中央病院）

� 個人医業未収金の納期到来分７３，４４１，８７４円（過年度未収金５５，９０６，８０９

円、現年度未収金１７，５３５，０６５円）について、早期回収に、一層努め

られたい。

（今治病院）

� 医業外未収金の納期到来分２３２，２１３円（過年度未収金１３６，４６０円、

現年度未収金９５，７５３円）について、早期回収に、より一層努められ

たい。

（今治病院）

� 個人医業未収金の納期到来分４２，３１１，１４３円（過年度未収金３３，９１９，６１３

円、現年度未収金８，３９１，５３０円）について、早期回収に、一層努め

られたい。

（南宇和病院）

� 医業外未収金の納期到来分１６６，２３０円（過年度未収金１２４，４３０円、

現年度未収金４１，８００円）について、早期回収に、より一層努められ

たい。

（南宇和病院）

� 空調機用高性能（ＨＥＰＡ）フィルター取替業務委託契約につい

て、契約業者とは異なる業者に委託料を支出していたうえ、愛媛県

会計規則第１６４条に基づく検査調書の作成を省略できる契約でない

にもかかわらず作成していなかった。

（南宇和病院）

� 個人医業未収金の納期到来分６５，４１２，２０５円（過年度未収金４４，１４２，２０４

円、現年度未収金２１，２７０，００１円）について、早期回収に、より一層

努められたい。

（新居浜病院）

	 医業外未収金の納期到来分２４２，０３８円（過年度未収金１９５，７９０円、

現年度未収金４６，２４８円）について、早期回収に、一層努められたい。

（新居浜病院）

平成２３年１０月２５日 発行
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